














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0
は
0
そうした行為が表現の自由によって保護される範ちゅうに含まれ得るこ
とを一概に否定することはできない」（傍点筆者）とか、「客が行うダンス
についても、・・・中には
0 0 0
表現の自由による保障を受け得るものが含まれ
る可能性も否定することができない」（同）とするのは、表現としてのダ
ンスに注目しすぎて、場としての「クラブ」の性質を見落としていること
の表れである。ともかく「集まること」が共通の目的であり、法律行為に
おける意思表示のような意味での明確な目的は存在しない。だからといっ
て、そこに集会としての価値を見出せないというのは、あまりにも法的
（私法的）思考が過ぎるのではないか。「クラブ」においては、偶発的なや
り取りからイベントが立ち上がったり、その後、参加者間の継続的な関係
性が生じたりする。それが自己実現だけでなく、自己統治の価値をも見出
しうるとなれば（23）、憲法上、そうしたクラブ営業を集会の自由として保障
しうるのである。
（３）再び「広さ制限」の合憲性
　そのように理解すれば、精神的自由権としての集会の自由を規制するに
足りるだけの高度な規制理由が要求される。他方で、風営法から委任を受
けて制定された国家公安委員会規則の広さ制限の規定は、66平米未満の
ダンス営業を一律禁止としているが、そのような過度な規制が正当化され
る理由は見出し難い（24）。男女の享楽的雰囲気の醸成はその密着度によって
生じるのであって、ダンスフロアの広さから単純に導き出されるものでは
ない。いずれにしても、66平米未満での無許可３号営業事業者に対して、
少なくとも風営法の罰則規定を適用することは違憲であると解されるので
ある。こうした観点を含め、判決中において憲法的考察がなされる余地は
かなり残されていたと思われる。
（23）　この点については、岡田・前掲注（19）246-247頁。
（24）　もちろん、営業の自由に対する過度の規制という主張も可能であろう。
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おわりに
　本件は、検察側が最高裁に上告中であるが、そもそもの立件に無理のあ
る事件といえ、無罪判決が覆るのは難しいと思われる。
　他方、改正風営法（平成27年法律45号）が成立し、風俗営業からダン
スホール営業（風営法２条４号）が削除され、また、３号営業から「ダンス」
の要素が除かれ、「特定遊興飲食店営業」という風俗営業とは区別される
営業形態として再構築された。控訴審の示すように「ダンス」は、もはや
「男女の享楽的雰囲気」を醸成するメルクマールとならないことが、立法
の形式に反映されたものといってよいだろう。これにより、クラブ営業が
無許可３号営業で摘発されることは今後なくなったのであり、原判決及び
控訴審の示した法解釈が顧みられる機会はほとんどないと思われる（25）。
　もっとも、「特定遊興飲食店営業」をめぐっては、「遊興」とは何かが具
体的にはっきりせず、国会審議でもこの点が問題視されていた。「遊興と
は、営業者が客に積極的に働きかけて遊び興じさせること」であるが、
「個々のケースにつきましては、やはり実際の証拠関係みたいなことがご
ざいますので、・・・一概にお答えすることは困難かと思います」（26）との
政府答弁がなされている。新しい営業形態とはいえ風営法の枠内でもあ
り、本件裁判での解釈手法は、そうした文脈で引き続き参照されるものと
思われる。
（本学法科大学院教授）
（25）　ただし、一連の摘発で廃業に追い込まれたクラブ経営者たちが捜査権や公訴権の
濫用を根拠に国家賠償請求をすることがあれば、再び必要となろう。
（26）　189回国会衆議院内閣委員会議録９号（平成27年５月27日）22-23頁〔辻義之警察
庁生活安全局長答弁〕。なお、新井誠「ダンス飲食営業をめぐる改正風営法の意義・
問題点・課題 ― 憲法学の見地から」東北学院法学76号（2015年）192頁は、控訴審
を踏まえ、「客のダンスを新法の『遊興』に入れて解釈する限りにおいて違憲（いわ
ゆる適用違憲）の条文となる可能性」を指摘する。
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